
国家公務員共済組合連合会　短期財調経理

民間企業仮定貸借対照表

平成31年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

現金・預金 542,159,528

有価証券 1,677,788,391

未収収益 12,394,220

未収金 87,772,908

　流動資産合計 2,320,115,047

Ⅱ　投資その他の資産

投資有価証券 20,767,380,509

　投資その他の資産合計 20,767,380,509

　　　　　　資産合計 23,087,495,556

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

未払金 84,704,000

未払費用 32,246,558

　流動負債合計 116,950,558

Ⅱ　固定負債

長期預り金 22,175,000,000

　固定負債合計 22,175,000,000

　　　　　　負債合計 22,291,950,558

（純資産の部）

Ⅰ　剰余金

利益剰余金

欠損金補てん積立金 43,261,483

積立金 296,719,738

当期利益金 △ 30,694,955 309,286,266

　剰余金合計 309,286,266

Ⅱ　その他有価証券評価差額金 486,258,732

　　　　　　純資産合計 795,544,998

　　　　　　負債純資産合計 23,087,495,556

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　短期財調経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 （単位：円）

経常収益

国庫補助金収入 238,067,000

事業外収益

受取利息 237,968

有価証券利息 100,025,437

事業外収益合計 100,263,405

　経常収益合計 338,330,405

経常費用

共同事業費 336,778,802

還付金 32,246,558

　経常費用合計 369,025,360

経常利益 △ 30,694,955

当期利益金 △ 30,694,955

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　短期財調経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 30,694,955

受取利息及び受取配当金 △ 100,263,405

未払費用の増減額 12,477,799

長期預り金の増減額 △ 234,000,000

その他 △ 753,984

小計 △ 353,234,545

利息及び配当の受取額 120,278,884

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 232,955,661

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △ 6,000,000,000

投資有価証券の償還による収入 700,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,300,000,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 5,532,955,661

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 6,075,115,189

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 542,159,528

科目



 重要な会計方針等 短期財調経理 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

 … 償却原価法（定額法）によっております。 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。）に

よっております。 

時価のないもの 

 …  移動平均法による原価法によっております。 

 

２．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については当座の支出に備えるために、安全かつ効率的な商品を選択

しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは、次表には含めておりません（（注 2）参照）。 

                             （単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

有価証券及び

投資有価証券 
22,445,168,900 22,445,168,900 － 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

     有価証券及び投資有価証券 

      これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

ただし、譲渡性預金については、短期間で償還されるため、当該帳簿価額を時

価としております。 



     （注 2）時価を把握することが極めて困難と認められるもの 

     長期預り金 

長期預り金は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ること

ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため時価開示の対

象としておりません。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 542,159,528円 

      現金及び現金同等物 542,159,528円 

 

５．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

６．重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 

 


